
５．今後、対策を行うにあたって、どのような対策に重点を置くべきと考えますか。

【全体】

回答数

【全体】

割合

【関連団体】

回答数

【関連団体】

割合

①

中小・小規模事業者の事業継続・雇用維持に向

けた支援（制度融資の条件の拡充、保証料軽

減、実質無利子化措置など）

20 44.4% 13 50.0%

②

地域や事業者が取り組む感染防止対策の後押し

（交通・宿泊・エンタメ業界の感染拡大防止の

取組への支援、商店街における感染防止対策な

ど）

5 11.1% 1 3.8%

③

休業等の要請に協力いただき、感染リスクを低

減する取組を行う事業者への支援金（休業協

力・感染リスク低減支援金（第１弾）、経営持

続化臨時特別支援金（第２弾））

4 8.9% 2 7.7%

④

域内の交流・消費循環を通じた地域・経済の活

性化

（どうみん割、プレミアム商品券など）

8 17.8% 7 26.9%

⑤

各種施策の相談・サポート体制

（経営・金融、雇用関連相談窓口、持続化給付

金・雇用調整助成金申請サポート窓口など）

2 4.4% 1 3.8%

⑥ その他 6 13.3% 2 7.7%

回答総数 45 26

無回答 8 0

【「⑥その他」の主な内容】

・医療現場のサポート体制の強化

・地元就職を希望する学生の雇用を確保するための施策

・ウイズコロナ社会の構築に向けた創造的な取組を支援

・ＩＣＴ関連の教育環境に地域格差があり、これを埋める

　取組を至急行ってほしい

・バス事業は大きな影響を受けており、移動自粛要請によ

　る減収について公費による補填を

・３密を避けながらストレス解消できる施策（小旅行）支

　援や高速道無料化など移動しやすい環境

・事業者団体が行う感染予防対策（マスク、消毒、作業体

　制変更）への支援

※関連団体は、経済、労働、交通・物流、一次産業関連26団体

①

44.4%

② 11.1%

③8.9%

④

17.8%

⑤ 4.4% ⑥

13.3%

【全体】
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（ⅲ）教育・生活分野に係る対応の評価

１．「教育・生活分野」に係る緊急対策について、どのようにお考えですか。

【全体】

回答数

【全体】

割合

【関連団体】

回答数

【関連団体】

割合

① 十分対応している 8 30.8% 3 25.0%

② 事業（対策）の内容に改善すべき点がある　　 4 15.4% 1 8.3%

③ 事業量が不十分である 3 11.5% 2 16.7%

④ 事業内容、事業量ともに不十分な点がある 5 19.2% 3 25.0%

⑤ その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6 23.1% 3 25.0%

回答総数 26 12

無回答 27 1

【②～⑤と回答した団体の主な意見】

【全体】

回答数

【全体】

割合

【関連団体】

回答数

【関連団体】

割合

① 連携がとれている 13 50.0% 6 50.0%

② 不十分な点がある 10 38.5% 4 33.3%

③ その他 3 11.5% 2 16.7%

回答総数 26 12

無回答 27 1

【②、③と回答した団体の主な意見】

２．それぞれの対策を実施するにあたって、貴市町村・貴団体との情報共有・連携に関する対応につい

　て、どのようにお考えですか。

※関連団体は、教育、生活、文化・スポーツ関連13団体

・教育旅行における取消料などの地方創生臨時交付金の予算化

・三密を避けること、マスクをせずに会話しないこと等の徹底が必要

・教育・生活分野の回復のためには国と連携し一層の対策が必要

・ＩＣＴにおける予算が不十分。ＧＩＧＡスクール構想を加速してほしい

・職員の増員など対応しているが、学校事情に応じた対応をしてほしい

・少人数教育や教育現場へのＩｏＴ拡大など新たな発想にもっと大胆に取り組んでほしい

・私立専修学校における影響や課題を速やかに把握し、国に要請するなどその解決に向けて積極的に

　努力してほしかった

・行政から関係団体へのヒアリングが不十分

・正確かつ迅速な情報提供

・連携が取れていたとは感じられない

①

30.8%

②

15.4%③

11.5%

④

19.2%

⑤

23.1%

【全体】

①

50.0%
②

38.5%

③ 11.5%

【全体】
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３．これまでに実施している教育・生活分野に係る対策全体のスピード感について評価をお聞かせください。

【全体】

回答数

【全体】

割合

【関連団体】

回答数

【関連団体】

割合

① 評価する 5 18.5% 2 16.7%

② どちらかと言えば評価する 7 25.9% 4 33.3%

③ どちらかと言えば評価しない 4 14.8% 2 16.7%

④ 評価しない 2 7.4% 1 8.3%

⑤ どちらとも言えない 9 33.3% 3 25.0%

回答総数 27 12

無回答 26 1

【③、④と回答した団体の主な意見】

４．今後、対策を行うにあたって、どのような対策に重点を置くべきと考えますか。

【全体】

回答数

【全体】

割合

【関連団体】

回答数

【関連団体】

割合

① 学校・公共施設の感染リスク低減 12 37.5% 2 16.7%

② 学びと暮らしのセーフティネット 5 15.6% 1 8.3%

③ 学校のＩＣＴ利活用 10 31.3% 7 58.3%

④ 文化・スポーツ活動への支援 1 3.1% 0 0.0%

⑤ その他 4 12.5% 2 16.7%

回答総数 32 12

無回答 21 1

【「⑤その他」の主な内容】

※関連団体は、教育、生活、文化・スポーツ関連13団体

・学校のＩＣＴ利活用は、カバンの重さ問題も関わりがあるので早期の取組をお願いしたい

・生活に役立つ、学習に生きる、行事に活かす、もの、ひと、ことの早期充足を

・予算や制度の制約はあるだろうが、後手に回った感は否めない

【その他の意見】

・三密を避けること、マスクをせずに会話しないこと等の徹底が必要

・国、市町村のような対応が多い

・教育旅行における取消料などの地方創生臨時交付金の予算化

・緊迫感が持続されるようメディアを活用した広報活動を継続すべき

①

18.5%

②

25.9%

③

14.8%

④

7.4%

⑤

33.3%

【全体】

①

37.5%

②

15.6%

③

31.3%

④

3.1%

⑤

12.5%

【全体】
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（ⅳ）新北海道スタイルの実践

回答数 割合

① 「新北海道スタイル」安心宣言を行っている 22 43.1%

② 一部施設など可能な範囲で取り組んでいる 28 54.9%

③ 取り組んでいない 1 2.0%

回答総数 51

無回答 2

回答数 割合

① 積極的にＰＲしている 14 26.9%

② 可能な範囲でＰＲしている 30 57.7%

③ 特にＰＲは行っていない 8 15.4%

回答総数 52

無回答 1

【「③特にＰＲは行っていない」と回答した団体の意見】

・各市町村、教育委員会で発信しているから

・ＰＲは道、市町村が行うべき

１．新型コロナウイルス感染症との戦いが長期化している中、道では国が示した「新しい生活様式」の道

　内での実践に向け、「新北海道スタイル」の実践を呼びかけておりますが、貴市町村の庁舎や公共施

　設、貴団体の施設等において取組を実践していますか。

２．「新北海道スタイル」について、地域住民や事業者、施設利用者等に対して取組を実践していただく

　よう、広報誌やＨＰなどによりＰＲしていますか。

①

43.1%

②

54.9%

③ 2.0%

①

26.9%

②

57.7%

③ 15.4%
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Ⅴ　全般

【医療・福祉分野】

【教育・生活分野】

【経済分野】

・教育旅行では、違約料を旅行会社に請求されるが体力がなく廃業に追い込まれかねず、対策が必要

・休業協力・感染リスク低減支援金については、一律ではなく、企業規模に応じた支援金の検討も必要

・外出自粛や休業要請は地域の感染状況に応じてきめ細かく取扱を変えるべき

・ライブ・エンタメ・イベント業界は大きな打撃を受けており、更なる業界への施策に期待

・公共施設を利用休止とする際など、利用者等への情報提供に配慮が必要だった

・活動制限に頼らない防止策（早期発見・早期隔離等）に軸足を移すべきで、経済社会活動を活性化させ

　る上でも、安心感を与える万全の医療検査体制が必要

・感染者情報を詳細に発表することが必要

・国の支援策も含めて相談体制の充実

・今後の休業要請に伴う支援策を事前に用意し明示すること

　　新型コロナウイルス感染症に関するこれまでの道の対応や施策、情報共有のあり方等に関してご意見

　をお聞かせください。

・迅速な検査、隔離体制の確立が必要であり、医療機関で検査できる体制への変更が必要

・医療機関の経営がかなり厳しい状況にあり、支援が必要

・道と札幌市の患者情報の一元化や医療機関への情報提供の方法を考えてほしい

・子どもたちが安心して学校生活を送ることができるよう「命」と「人権」を守ることを最優先に対策し

　てほしい

・根回しや準備がない状況で多くの方が混乱した。今後はしっかり情報共有して、関係各所が連携して取

　り組めるようにすべき

・「遠さ」はむしろ「安全」にもつながり、「遠産遠消」が魅力になり得る。発想を転換してコロナを克

　服したい

・公立・私立を問わず学校教育の質の保証と学生の学びの保障が担保できるよう対応してほしい

・休校要請などは、道と市町村とが十分連携をとって実施すべき

・各学校に情報が迅速かつ正確に伝達できるよう情報管理の一元化を検討してほしい

・経済のオンオフとその対象地域を決める上で感染者数、医療・検査体制との関係などの判断基準を道民

　に事前に分かりやすく示すこと
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▶ 「感染拡大の防止と医療提供体制の強化」及び「道内経済や道民生活への影響の緩和」を 

柱とし、「検査体制の整備等」や「医療提供体制の強化」に加え「中小・小規模事業者の 

事業継続・雇用維持」、「感染リスクを低減しつつ経済活動を行う取組の支援」などを措置 

 

① 検査体制の整備等 

▶  道立衛生研究所や道立保健所において 
ＰＣＲ装置などを整備し、迅速に検査でき
る体制を構築 

▶ 民間病院などでのＰＣＲ検査に際しての
自己負担分を公費により負担 

② 医療提供体制の強化 

▶ 帰国者・接触者相談センターの整備（27 か所） 

▶ 新たな入院患者等の受入病院に対して 
必要な設備の整備を支援 

▶ 道立衛生研究所や道立保健所における防
護服等の購入 

▶ 市町村が行う消毒作業への支援 

▶ 受入可能な病床の確保 

▶ 感染症患者の入院に際し、自己負担分の 
公費負担 

③ 子どもや重症化リスクが懸念される方へ
の感染拡大の防止 

▶ 介護施設(5 か所)、障がい者福祉施設(5 か所)、
児童福祉施設などにおける衛生用品の購
入や個室化改修を支援 

▶ 幼稚園における衛生用品の購入を支援 

▶ 児童相談所などにおける個室化改修を実施 

④ 安全・安心につなげる情報の発信 

▶ 道庁公式ＨＰやＳＮＳによるスピード感
ある情報発信などの実施 

▶ 感染者数など、道の情報を広く民間などが
活用できるようオープンデータとして 
ＨＰで発信 

▶ 外国人への多言語での情報の提供 

１ 感染拡大の防止と 
医療提供体制の強化  

① 国の政策とも連携し、中小・小規模事業者の 

事業継続・雇用維持を強力に支援 
 

▶ 道独自の資金繰り支援として、中小企業 

総合振興資金に以下を措置 

・新たに短期資金の融資枠を創設し、信用

保証料を軽減 

・経営環境変化対応貸付の融資条件を緩和

し、低利融資を拡充 
 

② 感染リスクを低減しつつ経済活動を行う 

取組を支援 
 

▶ 通販サイトを活用した北海道物産キャンペーン

を開催し、道産品の割引販売(30%)を実施 

▶ 小規模事業者の感染拡大防止の取組や感

染リスクを低減する事業活動などを支援 

 (事業者負担を 1/3→1/4 に軽減) 

▶ 中小・小規模事業者に対し、きめ細かな相談体制

を構築するなど、事業活動の維持を後押し 

▶ 感染症対策に関する企業・団体の取組事例

を積極的に発信し、横展開を促進 
 

③ 学校の臨時休業等に伴って生じる課題へ 

の対応 
 

▶ 休業期間中の子どもの居場所確保のため、放課

後子ども教室の運営支援などを実施 

(14 か所(12 市町村)) 

▶ 収入減少があった世帯を対象に生活福祉

資金の特例貸付を実施 

▶ 学校給食の中止に伴い給食費を保護者に

返還し、調理委託業者の衛生管理を支援 
 
 

④ 行政手続等に係る臨時措置 
 

▶ 個人道民税、個人事業税など道税の申告・納付

期限の延長、申請などの期限の延長 

▶ 公共事業や物品購入などにおける工期や

履行期限の柔軟対応 

２ 道内経済や道民生活への 
影響の緩和 

今回の補正予算額 ： ２７７億円 【対策規模 ： ８４２億円】 
（対策規模は、予算額に融資枠等を加え、融資枠に重複する予算額等を除いたもの） 

１４．１億円 

６．１億円 

２．３億円 

２５０.６億円 
０．８億円 

２６７億円 １０億円 

３．４億円 

（１）第１弾 （令和２年３月２５日予算成立） 

新型コロナウイルス感染症に関する緊急対策（概要） 

１百万円 

参考資料７ 
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① 学校等における感染リスクを低減 
 

▶ 道立学校における衛生用品の整備 

▶ 特別支援学校のスクールバスの増便 

 

② 学校休業や収入減少に伴う子どもや保護 

者のセーフティネットを確保 
 

▶ 保護者等の収入が激減した世帯に対する高

等学校等の授業料以外の教育に必要な経費

を支援 

 

③ 学校や地域におけるＩＣＴ・ＩｏＴの 

利活用促進 
 

▶ 児童生徒用のパソコンやオンライン学習環

境を整備し「GIGA スクール構想」の推進

の加速 

(中高一貫校 1 校、特別支援学校(小・中)42 校) 

 

 

① 中小・小規模事業者の事業継続等を集中 

的に支援 
 

▶ 新型コロナウイルス感染症対応資金の創設 

(融資枠 3,000 億円、5 年間据置、3 年間実

質無利子化、保証料の全額補助等) 

▶ 漁業振興資金への無利子枠の創設 

(融資枠 20 億円) 

▶ 中小企業総合支援センターへの遠隔で経営

相談ができる環境の整備 

▶ 「北海道短期おしごと情報サイト」の開設 

 

② 地域や事業者が取り組む感染防止対策を 

後押し 
 

▶ 休業協力・感染リスク低減支援金の創設 

(法人 30 万円、個人事業者 20 万円、19 時

以降の酒類の提供を自粛した飲食店 10 万

円) 

▶ 宿泊施設の感染防止対策へのアドバイス

実施と衛生関連機器導入の支援 

▶ 交通・宿泊・エンタメ産業等の感染拡大防止の取組の支援 

▶ 飲食産業等対象の感染防止の e-ラーニングの実施 

 

③ 一定の地域単位での消費循環を高める 

取組の促進 
 

▶ 商店街等における感染防止対策や域内消費を促す取組の支援 

▶ 牛肉の需要喚起に向け、学校給食への道産牛肉の提供 

(小・中・定時制高・特支 各 3 回) 

▶ 水産物の需要喚起の取組の支援 

▶ 木材加工事業者等が行う施設整備の支援 

▶ 「おうちで応援！かって北海道！」運動の展開 

▶ 「SOS！牛乳チャレンジ」キャンペーンの展開 

 

④ ＩＣＴ等を活用した感染防止対策と経済

活動の両立支援 
 

▶ 就職セミナー等を Web 配信し若年層の求職の支援 

▶ 道内宿泊券が当たるキャンペーン実施 

▶ 道内アーティストの作品の Web 配信による道

民の文化芸術活動に触れる機会の確保 

▶ 国の緊急経済対策と密接な連携を図りながら、徹底した感染拡大防止対策を実施 
▶ 甚大な影響を受けている社会経済活動の維持・継続に向けた取組を展開 

 

① 道民の行動変容の促進と水際対策を強化 

 

▶ 「北海道ソーシャルディスタンシング」 

運動の展開 

▶ 新千歳空港での来道者への注意喚起 

 

② 事態の先を見据えて相談・検査・医療提供 

体制を確保 
 

▶ 軽症患者が療養する「宿泊療養」体制の整備 

▶ 帰宅困難な医療従事者への支援 

▶ ふるさと納税活用による地域医療提供体

制の整備(｢北海道ふるさと寄附基金｣に｢エ

ールを北の医療へ！｣特別枠を設定) 

 

③ 福祉施設等における感染防止対策を徹底 
 

▶ 介護ロボット等の導入支援 

▶ 介護施設等の換気設備等の設置支援 

１ 感染拡大の防止と 
医療提供体制等の更なる強化 

２ 経済活動の維持・継続 

今回の補正予算額 ： ７８４億円 【対策規模 ： ２，７４０億円】  

（対策規模は、予算額に融資枠等を加え、融資枠と重複する予算額等を除いたもの） 

０．４億円 

４８．３億円 

８２．８億円 

５７８．６億円 １．７億円 

６７９億円 ７０億円 

２０億円 

（２）第２弾 （令和２年４月２８日予算成立） 

１７．４億円 

１億円 

３１．７億円 

２．６億円 

３ 学校・社会生活の維持と 
安全・安心の確保 

３５億円 



 

87 
 

 
   

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▶ 「新北海道スタイル」推進のためのＰＲ活動（広告、動画配信、ポスター作成） 

▶ 取組の可視化の促進（施設・店舗への巡回訪問、ステッカー配布） 

▶ 全道推進組織の設置 等 

▶ 第３波以降に備えた感染拡大防止対策に万全を尽くし、社会経済活動のレベルを段階的に拡大 
▶ 道民と事業者双方が「新しい生活様式」を実践する「新北海道スタイル」の取組を各分野で展開 

１ 「新北海道スタイル」の浸透・定着 

 

① 検査・医療提供体制の充実強化 
 

▶ 検査体制・能力の拡充と検査手法の多様化 

 ・検体採取に特化したＰＣＲ検査センター

増設 

・唾液を用いたＰＣＲ検査、ＬＡＭＰ法、

抗原検査等の検査手法拡充 

・指定医療機関等の検査体制拡充 
 

▶ 医療従事者等の派遣体制強化 
 

▶ 保健所設置市の医療提供体制の整備支援 

 

 

② 福祉施設等における事業継続の確保 
 

▶ クラスターへの対応の強化 

・介護職員等の応援派遣 

・帰宅困難となる介護職員等の宿泊支援 

・施設内のゾーニング設備等の整備 
 

▶ 保護者が感染し、一時保護が必要となった

児童への支援 
 

▶ 高齢者の在宅介護予防の推進 

 

２ 第３波以降に備えた 
医療提供体制等の充実強化  

①  事業継続と就業機会の確保 
 

▶ 漁協への無利子貸付（道による利子補給）

（融資枠 90 億円） 

▶ 離職者の再就職を支援する相談体制の整備 

 

② 地域や事業者自らが取り組む感染防止 

対策の促進 
 

▶ 小規模事業者の事業再建のための設備投資支援 

（事業者負担を 1/3→1/4 に軽減） 

▶ 外食事業者の衛生管理機器導入・店舗改修支援 

▶ 休業要請等に協力いただいた企業に対し、 

感染症対策に取り組むための支援金を交

付（A:5/19～31 の休業要請に協力→10 万円、 

B:持続化給付金の対象→５万円） 
 

③ 域内の交流・消費循環を通じた地域・経済

の活性化 
 

▶ 地域の魅力を再発見するモバイルスタンプラリー 

▶ 道内旅行商品割引（どうみん割）の実施 

（割引総額 23 億円） 

▶ 道内百貨店等での地産地消の取組の実施 

▶ 道産水産物の給食用食材提供 

▶ 市場の需要変化に対応した農産物加工・ 

食品製造施設の整備支援 

▶ 公共施設展示等を通じた道産花きの消費拡大 

３ 経済活動の継続と段階的拡大 

 
▶ 生活困窮世帯に対する「生活福祉資金」の積み増し（169 億円） 
▶ ふるさと納税を活用した文化芸術・エンターテインメント活動の再開支援 
▶ 看護師養成施設における遠隔授業の通信環境整備支援 
► 道庁の在宅勤務環境整備 

４ 社会生活・文化活動の継続と安心の確保 

今回の補正予算額 ： ３００億円 【対策規模 ： ３９１億円】 

（対策規模は、予算額に融資枠等を加え、融資枠に重複する予算額等を除いたもの） 

 

１．６億円 

１．  

１７１億円 

５５．５億円 

１．５億円 

１．２億円 ６８．６億円 

５８億円 ７０億円 

（３）第３弾 （令和２年６月１６日予算成立） 

１．６億円 
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▶ 個別事業の中で、新北海道スタイルの浸透・定着に向けた取組を推進 

▶ 国の第２次補正予算に対応し、本道の感染状況や社会経済状況を踏まえた対策を強力に推進 
 

１ 「新北海道スタイル」の浸透・定着 

 

①  検査・医療提供体制の充実強化 

［検査体制の強化］ 

▶ 医療機関、民間検査機関への検査機器整備支援 

▶ 抗原検査の自己負担額の公費負担 

 

［医療提供体制の充実］ 

▶ 保健所体制の強化（ＩＣＴ活用、負担軽減に 

向けた委託等） 

▶ 重点医療機関等の病床確保（病床単価増、休止

病床の支援） 

▶ 重点医療機関等の高度医療向け設備整備支援 

▶ 全ての医療機関等を対象とした感染症対策に

要する経費支援 

▶ 軽症患者等が療養する「宿泊療養」の体制整備

（全道５箇所（札幌を除く第三次医療圏等）） 

▶ 医療従事者等への慰労金支給（最大 20 万円） 

▶ ふるさと寄附金「エールを北の医療へ！」を 

活用した医療従事者への感謝品贈呈と医療用 

資機材等の整備 

▶ 帰宅が困難となる医療従事者等の宿泊料支援 

（単価増 １室 10,000 円/日→13,100 円/日） 

▶ 薬局の業務再開支援 

▶ 代替薬剤師の派遣経費支援 

 

② 福祉施設等における事業継続の確保 

 

▶ 社会福祉施設等を対象とした感染症対策に要

する経費支援 

▶ 介護サービスの利用再開支援 

▶ 障がい者就労施設の生産活動再起支援 

▶ 児童福祉施設向けの研修会、相談窓口設置 

▶ 保護者が感染し、一時保護が必要となる児童へ

の支援（児童相談所への看護師等による支援） 

▶  介護・障がい福祉事業所等従事者への慰労金支給

（最大 20 万円） 

 

２ 第３波以降に備えた 
医療提供体制等の充実強化  

① 事業継続と就業機会の確保 
 

▶ 最大５年間据置・３年間実質無利子・保証料 

全額補助の制度融資について融資枠を拡充 

（融資枠３千億円→１兆円に拡大） 

▶ 漁協による資源維持、増大の取組支援 

（補助率 1/2 上限 200 万円） 

▶ サプライチェーンの国内回帰を見据えた企業誘致 
 

② 地域や事業者が取り組む感染防止対策の促進 
 

▶ 商店街における「新北海道スタイル」 

の実践と賑わいの創出支援（補助上限 50 万円） 
▶ 「新北海道スタイル」に対応し感染リスクに 

配慮した「教育旅行」の取組支援 
 

③ 域内の交流・消費循環の促進 
 

▶ プレミアム付商品券などによる需要の喚起 

 (市町村発行商品券のプレミアム最大 10%上乗せ支援など) 

３ 経済活動の継続と段階的拡大 

 

① 学校・公共施設の感染リスク低減 
 

▶ 幼稚園の感染拡大防止対策に要する経費支援 

▶ 道立施設におけるサーモグラフィー設置 

▶ 特別支援学校のスクールバス増便 

▶ 避難所における感染症対策物資の備蓄支援 

▶ 各道立学校の学校活動再開支援（保健衛生用品

や空き教室活用のための備品等の整備） 
 

② 学びと暮らしのセーフティネット 
 

▶ 学習指導員の道内全学校への配置（私立は支援） 

▶ 小中学校等へのスクール・サポート・スタッフの追加配置 

▶ 家計急変世帯への授業料等の支援 

▶ 低所得のひとり親世帯への給付金支給 

（基礎額５万円/世帯） 

▶ 児童相談所等における感染防止に対応した相談体制強化 
 

③ 学校のＩＣＴ利活用 

▶ オンライン学習のモデル実証 
 

④ 文化・スポーツ活動への支援 

▶ 中止となった部活動全国大会の代替開催支援等 

４ 社会生活・文化活動の継続と 
安心の確保 

今回の補正予算額 ： ３，６７７億円 

【対策規模 ： ８，７７１億円】 

４３億円 

５２億円 

２８９億円 

１２億円 

２，２７６億円 １，００４億円 

２，３４１億円 

（４）第４弾 （令和２年７月３日予算成立） 

予算額累計（第１弾～第４弾）：   ５，０８８億円 

【対策規模累計：１兆２，７９３億円】 

１，２９３億円 

２８億円 

０．１億円 

０．４億円 

今回の補正予算額 ： ３，６７７億円  予算額累計（第１弾～第４弾）：   ５，０８８億円 

【対策規模 ： ８，７７１億円】       【対策規模累計：１兆２，７９３億円】 

（対策規模は、予算額に融資枠等を加え、融資枠に重複する予算額等を除いたもの） 

１４億円 
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新型コロナウイルス感染症対策に関する道の組織体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計　40名

医療体 制班
（１０ 名）

保健活 動班
（ ９ 名 ）

相談対 応班
（ ９ 名 ）

他部２名

【新型コロナウイルス感染症対策チーム】（令和２年２月２５日設置）

チーム長(保健福祉部長)

総 括 班
（ ６ 名 ）

広 報 班
（ ６ 名 ）

■総　括　班：感染症拡大防止対策全体の総括、本部会議の企画・実施
　　　　　チーム内の連絡調整など
■広　報　班：報道対応、各種情報等の発信など
■医療体制班：道医師会調整、診療体制、検査体制の整備
　　　　　　　道立衛生研究所との連携
■保健活動班：保健所支援・技術的助言、患者・濃厚接触者の行動調査等の
　　　　　　　情報把握など
■相談対応班：帰国者・接触者相談センターの運営支援、相談対応など

保健福祉部４名
他部２名

総合政策部２名
他部４名

保健福祉部６名
他部４名

保健福祉部９名 保健福祉部７名

計　48名
（＋４） （△３） （＋２）

【新型コロナウイルス感染症対策チーム】（令和２年４月１２日時点）

チーム長(保健福祉部長)

総 括 班
（１０ 名）

広 報 班
（ ６ 名 ）

医療体 制班
（ ７ 名 ）

保健活 動班
（ ９ 名 ）

相談対 応班
（１１ 名）

宿泊療 養班
（ ５ 名 ）

保健福祉部３名
他部２名他部４名 他部３名 他部3名

保健福祉部６名 総合政策部３名 保健福祉部７名 保健福祉部９名 保健福祉部８名

（＋５）

■総　括　班：感染症拡大防止対策全体の総括、本部会議の企画・実施
　　　　　チーム内の連絡調整など
■広　報　班：報道対応、各種情報等の発信など
■医療体制班：道医師会調整、診療体制、検査体制の整備
　　　　　　　道立衛生研究所との連携
■保健活動班：保健所支援・技術的助言、患者・濃厚接触者の行動調査等の
　　　　　　　情報把握など
■相談対応班：帰国者・接触者相談センターの運営支援、相談対応など
■宿泊療養班：宿泊療養所の確保・運営

参考資料８ 
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計　56名

【新型コロナウイルス感染症対策チーム】（令和２年４月１５日時点）

チーム長(保健福祉部長)

水際対 策班
（ ８ 名 ）

総合政策部８名

■総　括　班：感染症拡大防止対策全体の総括、本部会議の企画・実施
　　　　　チーム内の連絡調整など
■広　報　班：報道対応、各種情報等の発信など
■医療体制班：道医師会調整、診療体制、検査体制の整備
　　　　　　　道立衛生研究所との連携
■保健活動班：保健所支援・技術的助言、患者・濃厚接触者の行動調査等の
　　　　　　　情報把握など
■相談対応班：帰国者・接触者相談センターの運営支援、相談対応など
■宿泊療養班：宿泊療養所の確保・運営
■水際対策班：新千歳空港でのサーモグラフィーによる監視、注意喚起の実施

他部４名 他部３名 他部3名

宿泊療 養班
（ ５ 名 ）

保健福祉部６名 総合政策部３名 保健福祉部７名 保健福祉部９名 保健福祉部８名 保健福祉部３名

（＋８）

総 括 班
（１０ 名）

広 報 班
（ ６ 名 ）

他部２名

医療体 制班
（ ７ 名 ）

保健活 動班
（ ９ 名 ）

相談対 応班
（１１ 名）

計　77名
（＋２） （＋２） （＋４） （△４） （＋１４）

【新型コロナウイルス感染症対策チーム】（令和２年４月２１日時点）

チーム長(保健福祉部長)

総 括 班
（ ８ 名 ）

広 報 班
（ ８ 名 ）

医療体 制班
（ ７ 名 ）

保健活 動班
（ ９ 名 ）

相談対 応班
（１３ 名）

相談・支援金
対 応 班
（１４ 名）
経済部２名
他部１２名他部５名

■総　括　班：感染症拡大防止対策全体の総括、本部会議の企画・実施
　　　　　チーム内の連絡調整など
■広　報　班：報道対応、各種情報等の発信など
■医療体制班：道医師会調整、診療体制、検査体制の整備
　　　　　　　道立衛生研究所との連携
■保健活動班：保健所支援・技術的助言、患者・濃厚接触者の行動調査等の
　　　　　　　情報把握など
■相談対応班：帰国者・接触者相談センターの運営支援、相談対応など
■宿泊療養班：宿泊療養所の確保・運営
■水際対策班：新千歳空港でのサーモグラフィーによる監視、注意喚起の実施
■相談・支援金対応班：事業者からの相談対応など

【宿泊療養施設】
東横イン（4/20～）5名

他部２名 他部５名 他部５名

宿泊療 養班
（ ９ 名 ）

水際対 策班
（ ４ 名 ）

保健福祉部６名 総合政策部３名 保健福祉部７名 保健福祉部９名 保健福祉部８名 保健福祉部４名 総合政策部４名

（△２）

計　123名

（＋９）（＋１） （＋２） （＋33）

総合政策部４名 経済部４名

総 括 班
（ ９ 名 ）

広 報 班
（ ８ 名 ）

相談対 応班
（１３ 名）

【新型コロナウイルス感染症対策チーム】（令和２年５月２日時点）

チーム長(保健福祉部長)

休業要 請・
確 認 班
（ ９ 名 ）
経済部４名
他部５名他部７名 他部４３名

■総　括　班：感染症拡大防止対策全体の総括、本部会議の企画・実施
　　　　　チーム内の連絡調整など
■広　報　班：報道対応、各種情報等の発信など
■医療体制班：道医師会調整、診療体制、検査体制の整備
　　　　　　　道立衛生研究所との連携
■保健活動班：保健所支援・技術的助言、患者・濃厚接触者の行動調査等の
　　　　　　　情報把握など
■相談対応班：帰国者・接触者相談センターの運営支援、相談対応など
■宿泊療養班：宿泊療養所の確保・運営
■水際対策班：新千歳空港でのサーモグラフィーによる監視、注意喚起の実施
■相談・支援金対応班：事業者からの相談対応など
■休業要請・確認班：事業者への休業要請など

他部３名 他部５名 他部５名

宿泊療 養班
（１１ 名）

水際対 策班
（ ４ 名 ）

相談・支援金
対 応 班
（４７ 名）

保健福祉部６名 総合政策部３名 保健福祉部７名 保健福祉部９名 保健福祉部８名 保健福祉部４名

【宿泊療養施設】
東横イン（4/20～）5名
リッチモンドホテル札幌駅前（4/30～）1名

医療体 制班
（ ７ 名 ）

保健活 動班
（ ９ 名 ）
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計　130名
保健福祉部４名 総合政策部４名 経済部４名 経済部４名

【新型コロナウイルス感染症対策チーム】（令和２年５月８日時点）

チーム長(保健福祉部長)

総 括 班
（ ９ 名 ）

広 報 班
（ ８ 名 ）

医療体 制班
（ ７ 名 ）

保健活 動班
（ ９ 名 ）

相談対 応班
（１３ 名）

■総　括　班：感染症拡大防止対策全体の総括、本部会議の企画・実施
　　　　　チーム内の連絡調整など
■広　報　班：報道対応、各種情報等の発信など
■医療体制班：道医師会調整、診療体制、検査体制の整備
　　　　　　　道立衛生研究所との連携
■保健活動班：保健所支援・技術的助言、患者・濃厚接触者の行動調査等の
　　　　　　　情報把握など
■相談対応班：帰国者・接触者相談センターの運営支援、相談対応など
■宿泊療養班：宿泊療養所の確保・運営
■水際対策班：新千歳空港でのサーモグラフィーによる監視、注意喚起の実施
■相談・支援金対応班：事業者からの相談対応など
■休業要請・確認班：休業要請など
■福祉施設支援班：社会福祉施設内におけるクラスター対応

（＋６）

福 祉 施 設
支 援 班
（ ６ 名 ）
保健福祉部6名

他部７名 他部４３名 他部５名

【宿泊療養施設】
東横イン（4/20～）5名
リッチモンドホテル（4/30～）1名
アパホテル（5/8～）　1名

他部３名 他部５名 他部５名

宿泊療 養班
（１１ 名）

水際対 策班
（ ４ 名 ）

相談・支援金
対 応 班
（４７ 名）

休業要 請・
確 認 班
（ ９ 名 ）

保健福祉部６名 総合政策部３名 保健福祉部７名 保健福祉部９名 保健福祉部８名

計 120名
(△１） （△１２）

【宿泊療養施設】
東横イン（5/25～運用休止）
リッチモンドホテル（5/25～運用休止）
アパホテル（5/8～）　1名

他部７名

医療体 制班
（ ７ 名 ）

企 画 班
（１２ 名）

総括・広報班
（１２ 名）

経済部７名総合政策部４名保健福祉部４名保健福祉部８名保健福祉部９名

チーム長(保健福祉部長)

【新型コロナウイルス感染症対策チーム】（令和２年５月２５日時点）

福 祉 施 設
支 援 班
（ ６ 名 ）

休業要 請・
確 認 班
（１１ 名）

相談・支援金
対 応 班
（３５ 名）

水際対 策班
（ ４ 名 ）

宿泊療 養班
（１０ 名）

相談対 応班
（１３ 名）

保健活 動班
（ ９ 名 ）

他部６名他部２８名他部６名他部５名
保健福祉部6名経済部５名保健福祉部７名総合政策部７名保健福祉部５名

他部５名

■総括班・広報班：感染症拡大防止対策全体の総括、チーム内の連絡調整など
■企　画　班：本部会議の企画・実施など
■医療体制班：道医師会調整、診療体制、検査体制の整備
　　　　　　　道立衛生研究所との連携
■保健活動班：保健所支援・技術的助言、患者・濃厚接触者の行動調査等の
　　　　　　　情報把握など
■相談対応班：帰国者・接触者相談センターの運営支援、相談対応など
■宿泊療養班：宿泊療養所の確保・運営
■水際対策班：新千歳空港でのサーモグラフィーによる監視、注意喚起の実施
■相談・支援金対応班：事業者からの相談対応など
■休業要請・確認班：休業要請など
■福祉施設支援班：社会福祉施設内におけるクラスター対応

計 139名他部7名 他部5名 他部５名

■総括班・広報班：感染症拡大防止対策全体の総括、チーム内の連絡調整など
■企　画　班：本部会議の企画・実施など
■医療体制班：道医師会調整、診療体制、検査体制の整備
　　　　　　　道立衛生研究所との連携
■保健活動班：保健所支援・技術的助言、患者・濃厚接触者の行動調査等の
　　　　　　　情報把握など
■相談対応班：帰国者・接触者相談センターの運営支援、相談対応など
■宿泊療養班：宿泊療養所の確保・運営
■水際対策班：新千歳空港でのサーモグラフィーによる監視、注意喚起の実施
■相談・支援金対応班：事業者からの相談対応など
■休業要請・確認班：休業要請など
■福祉施設支援班：社会福祉施設内におけるクラスター対応

【宿泊療養施設】
東横イン（4/20～）5名
リッチモンドホテル（4/30～）1名
アパホテル（5/8～）　1名

相談対 応班
（１３ 名）

宿泊療 養班
（１１ 名）

水際対 策班
（ ４ 名 ）

相談・支援金
対 応 班
（４７ 名）

休業要 請・
確 認 班
（１１ 名）

総括・広報班
（１２ 名）

企 画 班
（１２ 名）

医療体 制班
（ ７ 名 ）

保健活 動班
（ ９ 名 ）

保健福祉部5名 総合政策部7名 保健福祉部７名 保健福祉部９名 保健福祉部８名 保健福祉部４名 総合政策部４名 経済部４名 経済部５名

福 祉 施 設
支 援 班
（ ６ 名 ）
保健福祉部6名

（＋２）
他部７名 他部４３名 他部６名

チーム長(保健福祉部長)

【新型コロナウイルス感染症対策チーム】（令和２年５月１１日時点）
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計 70名
(△１８)(△２) (△１)

チーム長(保健福祉部長)

総括・広報班
（１１ 名）

企 画 班
（１０ 名）

医療体 制班
（ ７ 名 ）

保健活 動班
（ ９ 名 ）

相談対 応班
（１１ 名）

宿泊療 養班
（ ９ 名 ）

水際対 策班
相談・支援金
対 応 班

保健福祉部５名 総合政策部７名 保健福祉部７名 保健福祉部９名 保健福祉部８名 保健福祉部４名 経済部４名
他部６名 他部３名 他部３名

■総括班・広報班：感染症拡大防止対策全体の総括、チーム内の連絡調整など
■企　画　班：本部会議の企画・実施など
■医療体制班：道医師会調整、診療体制、検査体制の整備
　　　　　　　道立衛生研究所との連携
■保健活動班：保健所支援・技術的助言、患者・濃厚接触者の行動調査等の
　　　　　　　情報把握など
■相談対応班：帰国者・接触者相談センターの運営支援、相談対応など
■宿泊療養班：宿泊療養所の確保・運営
■水際対策班：新千歳空港でのサーモグラフィーによる監視、注意喚起の実施
■相談・支援金対応班：事業者からの相談対応など
■休業要請・確認班：休業要請など
■福祉施設支援班：社会福祉施設内におけるクラスター対応

休業要 請・
確 認 班
（ ６ 名 ）

福 祉 施 設
支 援 班
（ ６ 名 ）
保健福祉部6名

他部５名 他部２名

【宿泊療養施設】
東横イン（5/25～運用休止）
リッチモンドホテル（5/25～運用休止）
アパホテル（5/8～）　1名

【新型コロナウイルス感染症対策チーム】（令和２年６月８日時点）

【新型コロナウイルス感染症対策本部指揮室】（令和２年７月１０日設置）

計　83名

相談対応班
（１０名）

保健活動班
（１０名）

保 健 福 祉
調 整 班
（ ７ 名 ）

企 画 班
（ ８ 名 ）

総括・広報班
（ ７ 名 ）

統 括 室 長 ( 副 知 事 )

室長補佐(総合政策部次長) 室長補佐(保健福祉部次長)

室 長 ( 総 合 政 策 部 長 )

保健福祉部７名総合政策部7名総合政策部7名 保健福祉部9名

医療体 制班
宿泊療 養班
（ ８ 名 ）
保健福祉部７名保健福祉部８名保健福祉部10名 経済部6名

経 済 対 策
調 整 班
（ ６ 名 ）

交 付 金 等
対 応 班
（ ９ 名 ）

福祉施設
支援班
（６名）

保健福祉部６名

■総括班・広報班：感染症拡大防止対策全体の総括、チーム内の連絡調整など
■企　画　班：本部会議の企画・実施、記者会見に関することなど
■保健福祉調整班：保健福祉関係各班及び広域支援チームの総合調整など
■保健活動班：保健所支援・技術的助言、患者・濃厚接触者の行動調査等の
　　　　　　　情報把握など
■相談対応班：帰国者・接触者相談センターの運営支援、相談対応など
■医療体制班：道医師会調整、診療体制、検査体制の整備
　　　　　　　道立衛生研究所との連携
■宿泊療養班：宿泊療養所の確保・運営
■福祉施設支援班：社会福祉施設内におけるクラスター対応
■交付金等対応班：緊急包括支援金などに係る各種新規事業に関することなど
■経済対策調整班：経済対策各班の総合調整など
■企業支援班：企業支援対策に関することなど
■経済特命班：経済対策に係る特命事項に関すること

【宿泊療養施設】
東横イン（5/25～運用休止）
リッチモンドホテル（5/25～運用休止）
アパホテル（5/8～）　1名

他部１名他部２名他部１名
経済部6名

室 長 ( 経 済 部 長 )

室長補佐 (経済部次長 )

企業支援班
（６名）

経済特 命班
（ ５ 名 ）

室 長 ( 保 健 福 祉 部 長 )

経済部6名

計 92名
(△１）

宿泊療 養班
（ ９ 名 ）

(△４) (△１８) (△４)

【新型コロナウイルス感染症対策チーム】（令和２年６月１日時点）

チーム長(保健福祉部長)

総括・広報班
（１１ 名）

企 画 班
（１２ 名）

医療体 制班
（ ７ 名 ）

保健活 動班
（ ９ 名 ）

相談対 応班
（１３ 名）

保健福祉部6名保健福祉部５名 総合政策部７名 保健福祉部７名 保健福祉部９名 保健福祉部８名

水際対 策班
相談・支援金
対 応 班
（１７ 名）

休業要 請・
確 認 班
（ ７ 名 ）

福 祉 施 設
支 援 班
（ ６ 名 ）

他部６名 他部５名 他部５名
保健福祉部４名 経済部７名 経済部５名
他部５名 他部１０名 他部２名

■総括班・広報班：感染症拡大防止対策全体の総括、チーム内の連絡調整など
■企　画　班：本部会議の企画・実施など
■医療体制班：道医師会調整、診療体制、検査体制の整備
　　　　　　　道立衛生研究所との連携
■保健活動班：保健所支援・技術的助言、患者・濃厚接触者の行動調査等の
　　　　　　　情報把握など
■相談対応班：帰国者・接触者相談センターの運営支援、相談対応など
■宿泊療養班：宿泊療養所の確保・運営
■水際対策班：新千歳空港でのサーモグラフィーによる監視、注意喚起の実施
■相談・支援金対応班：事業者からの相談対応など
■休業要請・確認班：休業要請など
■福祉施設支援班：社会福祉施設内におけるクラスター対応

【宿泊療養施設】
東横イン（5/25～運用休止）
リッチモンドホテル（5/25～運用休止）
アパホテル（5/8～）　1名


